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資料１－２ 
科学技術・学術審議会 測地学分科会 

地震火山観測研究計画部会（第４１回） 

  Ｒ３．９．１０ 



 
 

Ⅱ．計画推進部会および総合研究グループ等別の成果 
 
「災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画の推進について（第２次）」(建議)に示された実施内

容について，令和２年度の成果を計画推進部会および総合研究グループ等別に学術報告として取りまとめた。 
この報告は，地震・噴火予知研究協議会１）に設置された８の計画推進部会と分野横断で取り組む総合研究

を推進する体制として５の総合研究グループ，及び地震火山観測研究を災害研究に結びつけるための共同研

究を実施する東京大学地震研究所と京都大学防災研究所の拠点間連携委員会２）の責任で編集したものである。 
この報告に基づいて，難解な学術用語をなるべく言い換え，平易な文章で表現して書き直したものが，本

編の「令和元年度の成果の概要」である。本編の「令和元年度の成果の概要」の内容について，さらに詳細

を知りたい場合，原著論文を参照したい場合には，以下の報告をご参照いただきたい。 
 
〇東京大学地震研究所 地震・火山噴火予知研究協議会 
 
「地震（現象解明）」計画推進部会長  飯高 隆（東京大学大学院情報学環） 

副部会長  望月公廣（東京大学地震研究所） 

副部会長  岡田知己（東北大学大学院理学研究科） 
「地震（長期予測）」計画推進部会長  西村卓也（京都大学防災研究所） 

副部会長  宍倉正展（産業技術総合研究所） 
「地震（中短期予測）」計画推進部会長 中谷正生（東京大学地震研究所） 

副部会長  内田直希（東北大学大学院理学研究科） 
「火山」計画推進部会長    中道治久（京都大学防災研究所） 

副部会長  前野 深（東京大学地震研究所） 

「災害誘因評価・即時予測」計画推進部会長 太田雄策（東北大学大学院理学研究科） 
   副部会長  三宅弘恵（東京大学地震研究所） 
「防災リテラシー」計画推進部会長   高橋 誠（名古屋大学大学院環境学研究科） 

副部会長  木村玲欧（兵庫県立大学環境人間学部） 
「史料・考古」計画推進部会長  榎原雅治（東京大学史料編纂所） 

副部会長  加納靖之（東京大学地震研究所） 
「観測研究基盤」計画推進部会長  鶴岡 弘（東京大学地震研究所） 

副部会長  青山 裕（北海道大学大学院理学研究院） 
「南海トラフ沿いの巨大地震」総合研究グループリーダー   伊藤喜宏（京都大学防災研究所） 
「首都直下地震」総合研究グループリーダー    酒井慎一（東京大学地震研究所） 
「千島海溝沿いの巨大地震」総合研究グループリーダー   高橋浩晃（北海道大学大学院理学研究院） 
「桜島大規模火山噴火」総合研究グループリーダー   井口正人（京都大学防災研究所） 

「高リスク小規模火山噴火」総合研究グループリーダー   大湊隆雄（東京大学地震研究所） 
 
〇東京大学地震研究所・京都大学防災研究所拠点間連携共同研究委員会 

委員長  松島信一（京都大学防災研究所） 
         副委員長  市村 強（東京大学地震研究所） 
 
 



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
１） 東京大学地震研究所には，災害の軽減に貢献するための地震火山観測研究計画で立案された研究を推進することを目

的に設立された地震・火山噴火予知研究協議会がある。ここでは，本観測研究計画に参加する全国の大学等が連携し，

研究機関と協力しながら研究を推進している。また，科学技術・学術審議会測地分科会地震火山観測研究計画部会で

は，大学，研究機関，行政機関が連携して計画の推進を図っている。地震・火山噴火予知研究協議会には，災害の軽

減に貢献するための地震火山観測研究計画の，効率的かつ調和的な実施を推進するために，８の計画推進部会と５の

総合研究グループが設置されている。 

２） 「地震・火山科学の共同利用・共同研究拠点」である東京大学地震研究所と「自然災害に関する総合防災学の共同利

用・共同研究拠点」である京都大学防災研究所は，地震や火山噴火の現象解明・予測の研究成果を災害軽減につなげ

るための組織的な共同研究を実施するために，拠点間連携共同研究委員会を設置している。 



地震（現象解明） 

            

                 「地震（現象解明）」計画推進部会長 飯高 隆 

                        （東京大学・大学院情報学環） 

                             副部会長 望月公廣 

                          （東京大学・地震研究所） 

                             副部会長 岡田知己 

                          （東北大学・理学研究科） 

 

地震や火山噴火が多発する我が国において、地震、火山噴火及びこれらによる災害を

科学的に解明することにより、災害軽減に貢献することを目指して、地震・火山の観測研

究を推進することは非常に重要である。地震が、どこで、いつ、どのようなメカニズム

で、どのような頻度で発生したかについての解明は基本的な情報となる。地震現象の根

本的な理解を深めるためには、低頻度大規模現象を含む地震現象の多様性について特性

を理解し、それらの現象が発生する仕組みや発生する場について観測研究・理論研究・実

験研究の多方面からアプローチすることが大切である。 

 

１．地震・火山現象の解明のための研究     
（１）地震・火山現象に関する史料・考古データ、地質データ等の収集と解析 

ウ．地質データ等の収集・集成と分析 

日本海溝に沿った約250kmの範囲で取得された海底堆積層コアから、2011年の東北地方

太平洋沖地震の影響を放射性同位体元素の濃縮度から特定した（海洋開発研究機構[課題

番号：JAMS02]）。地震時に形成された音響的に透明で均質な層は、通常起こる高周波の

地震動、および上盤プレートの物性に起因する低周波かつ長時間の地震動に関連して堆

積した可能性を明らかにした。また、琉球海溝における海底堆積物の解釈を目的として、

水深6,147 mから採取したコアに対して解析を行った。XRFコアスキャナーによる1 mm間

隔の化学組成データから、36枚のタービダイトを識別した。さらに、Zr/Rbピークが主に

粒径を反映すること、半遠洋性泥はタービダイトに比べて全有機炭素と全窒素の含有量

がやや高いという特徴、また磁気測定結果から、台湾からの堆積物の供給が高い時期が

あった可能性があることを明らかにした。 

 

（２）低頻度大規模地震・火山噴火現象の解明 

低頻度で大規模な地震現象の発生履歴，規模，場所の解明は重要な課題である。2011

年東北地方太平洋沖地震発生域周辺の地震波構造調査の結果から、非常に大きな浅部滑

りがあった箇所の反射断面には逆断層とそれによる変形構造が見られ、浅部滑りが小さ

かった場所にはそのような構造は見られないこと、さらに主破壊域北側海溝軸付近で報

告されている津波波源域では海溝軸陸側の海底で斜面崩壊が認められることがわかった

（海洋開発研究機構[課題番号：JAMS02]）。沈み込み帯浅部の構造的な特徴は、巨大地震

の浅部滑りと関連している可能性があることを示唆していると考えられる。 

17 世紀に超巨大地震が発生し、近い将来にも巨大地震が発生する可能性がある千島海



溝根室沖で実施された地震波構造調査のデータを用いて、走時トモグラフィ解析を行っ

た（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_05]）。海溝軸周辺に海底地震計を展開すること

により、先行研究より陸側プレート最前縁部の構造モデルの分解能が改善され、断層す

べりが海溝軸まで達した、日本海溝北部に類似した低 Vp の堆積物ウェッジが存在するこ

とが明らかとなった。このウェッジの分布が、17 世紀超巨大地震の津波堆積物分布を再

現するためのモデルに設定された海溝沿いの断層の位置と概ね対応することがわかった

（図１）。 

この構造調査と同じ根室沖の海域にて、GNSS/A (GPS/A) 観測が実施された。２回の測

距の結果を比較すると、いずれの観測点においても 9cm/a 以上の速度で北西に変位して

いることを示す結果となった（図２）（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_05]、東北大

学災害科学国際研究所[課題番号：IRID02]）。根室沖に設置した３箇所の GNSS-A 観測点

（G21, G22, G23）のうち、プレート運動より大きな速度となった G21 では誤差が大きい

ものと見られる一方で、太平洋プレート上に設置した G23 はプレート運動に近い速度が

得られ、G22 からは全体としての強い固着が覗われる結果となった。上下変位速度につい

ては、中心海底局設置によって大幅な精度の向上が確認できたが、現段階では固着につ

いて言及できる精度ではない。観測データがもつ誤差を考慮すると、今後同様の観測を

継続することで、プレート境界浅部における固着状態を明らかにすることが期待できる。 

一方、日本海溝沿い、および南海トラフ沿いの海溝型地震震源域海底においても、GNSS-

A による地殻変動観測を継続している（海上保安庁[課題番号：JCG_03]）。日本海溝沿い

では、東北地方太平洋沖地震の余効変動が続いていることが明らかとなり（図３）、南海

トラフ沿いでは、プレート境界固着の影響による地殻変動がとらえられている（図４）。

観測データ誤差の共分散項の導入や事前分布を制御するハイパーパラメータを ABIC で選

択するなど、統計学的に適切な手法を用いることで、GNSS-A の最大の誤差要因である音

速変動を適切に推定することを可能とした。一方、観測の効率化に向け、海上における測

量船の観測範囲及び海底局アレイのサイズが測位精度に与える影響についてシミュレー

ションによる検証を行った結果、これまでの観測アレイのサイズが最適であることが確

認された。このように海底地殻変動観測の高度化を進めており、大地震発生ポテンシャ

ルの把握に向けた海域下プレート境界における固着状況のモニタリングが可能になりつ

つある。 

低頻度大規模地震は国内での発生回数も限られるため、このような地震を理解するた

めには海外での観測も重要である。メキシコ・ゲレロ州沖合で回収された地震計記録を解

析し、微小地震活動および低周波微動の分布を求め、海底地形（残差地形）と比較した

（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI01]）。結果として、ゲレロ空白域内の浅部プレー

ト境界の一部では、通常の地震や低周波微動のいずれも発生しない領域が存在し、これ

らの領域はプレート境界面上の窪みに起因すると考えられる残差地形の負の領域に対応

することが分かった。この窪地に蓄積して沈み込む海洋性堆積物がゲレロ地震空白域の

要因となっている可能性が考えられる。 

また、1964 年３月 27 日に Mw9.2 の巨大地震が発生したアラスカにおいては、アラス

カ南部地域の地殻および上部マントルの地震波速度とポアソン比の３次元微細構造を明

らかにし、2018 年 11 月 30 日に起こった Anchorage 地震(Mw7.1)と 1964 年アラスカ巨大

地震の震源域の構造と発生メカニズムについて調べた（東北大学[課題番号：THK_05]）。 



その結果、 2018 年 Anchorage 地震（Mw 7.1）は沈み込んでいる太平洋スラブの中で起こ

った正断層型の地震であったことがわかった。 震源の上下に顕著な低速度・高ポアソン

比の異常体が存在し、 スラブの脱水による流体を反映するものと考えられる。一方、1964

年アラスカ巨大地震（Mw9.2）の震源は megathrust zone における構造の急変部に位置し、

震源真上の北米プレートに顕著な高ポアソン比の異常体が存在することがわかった。太

平洋スラブの脱水と震源域の構造不均質がこれらの大地震の発生に影響を及ぼしたと考

えられる。 

海陸地殻変動観測に加え衛星による重力観測のデータの利用も視野に入れた広域粘弾

性変形モデルを構築し、低頻度の巨大地震発生サイクルにおける地殻変動のふるまいを

理解するための理論的研究も進められている（東京大学理学系研究科[課題番号：

UTS_02]）。M9 規模の矩形断層が引き起こす地震時の弾性変形について、半無限モデル

（Okada）と球体モデル（PREM）に対するフォワードモデリングを行った結果、震央付近

から最大変位が生じる地点までの変動量はほぼ一致するものの、その外側（海溝側、陸

側）では半無限モデルの振幅が非常に大きくなることが分かった。また、球モデルにおい

て弾性定数の水平不均質を考慮して地震時の弾性変形を計算する手法を開発した。２次

元モデルにおける予備的な計算を行ったところ、震源での弾性定数の水平不均質の効果

が大きいことが分かった。 

 
（３）地震発生過程の解明とモデル化 

ア．地震発生機構の解明 

日本海溝に沈み込む海洋プレートの基盤岩から被覆層堆積物までの試料について、日

本海溝沈み込み帯浅部の温度・封圧・間隙水圧条件下で三軸摩擦実験を行い、摩擦特性の

温度変化について再検討した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_05]）。実験の結果、

定常摩擦係数μ ssは粘土鉱物含有量の増加に伴い系統的に低下し、また温度上昇に伴い増

加する傾向が認められた。一方、a - b値は温度上昇に伴い減少し、チャート試料は50〜

100 ℃、玄武岩試料は約100 ℃、半遠洋性粘土試料は100〜150 ℃、遠洋性粘土試料は150

〜200 ℃でそれぞれ正から負へと変化し、負になる温度は粘土鉱物含有量が多いほど高

くなった（図５）。この実験結果は、同一温度（深度）でも断層帯構成物質（粘土鉱物含

有量）の相違によって非地震性〜地震性の多様な断層運動が起こることを意味しており、

日本海溝沈み込み帯で観察される南北方向の地震活動の不均質が断層帯構成物質（粘土

鉱物含有量）の不均質を反映していることを示唆している。 

中下部地殻での岩石破壊にともなう水理学パラメータを制約するために、天然の岩石

―流体反応帯から流体活動時間・流体圧・浸透率を制約する新たな手法を確立した（東北

大学[課題番号：THK_02]）。未破壊の地殻の浸透率は10-22 - 10-20 m2 と非常に低く、き

裂を含む破砕された地殻の浸透率は10-16 - 10-10 m2と数桁上昇することを示した。従来の

地殻浸透率見積り（10-18 m2; e.g., Ingebritsen and Manning, 2010）は百万年スケール

の時間平均であったが、本研究によってその平均浸透率が、未破壊地殻（10-22 - 10-20 m2）

の破壊による時間〜年スケールでの浸透率上昇によって説明できるとともに、中下部地

殻における地殻流体圧・浸透率変動の物質科学的な証拠をつかむことにも成功している。

これらのことから、地震発生と流体のエピソディックな振る舞いの時空間分解が期待で

きる。一方、立ち上がりが類似した地震波の検出法を改良し、震源（破壊開始点）の精密



決定法を開発した（東京大学理学系研究科[課題番号：UTS_03]）。この手法により、破壊

開始点およびセントロイドの相対位置それぞれを独立に、高精度で決定できるようにな

った。小地震では破壊開始点とセントロイドの位置は同一とみなすと、地震発生域に小

地震からなる座標系を設定して、その上に大地震の破壊開始点とセントロイドをマップ

することが可能になる。この手法を常陸那珂沖ほか数地域の繰り返し地震を含む地震活

動に適用した。常陸那珂沖では異なるサイズの地震の破壊開始点が集中する場所が数か

所発見され、これらの場所が特に地震の開始しやすい場所になっていることが分かった。 

 

イ．地震断層滑りのモデル化 

アスペリティでの応力集中による塑性変形は、摩擦面の原子格子構造を大きく乱す要

因として挙げられ、微小なアモルファス系の剪断に伴う構造緩和が摩擦の原子論的過程

であると考えてよいという背景と動機から、アモルファス系のレオロジーとその微視的

素過程に関する研究が行なわれた（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_04]）。従来知ら

れていた速度弱化メカニズムは接触面積の拡大だったが、剪断変形におけるアモルファ

ス系特有の遅い構造緩和過程によって接触面積が一定の場合でも速度弱化が発生する可

能性が示された。また簡単な分子動力学シミュレーションによって、構造緩和の時系列

特性を幅広い密度領域で確認し、臨界密度においては応力の緩和挙動がベキ的になるこ

とが確かめられた。 

空間ドメインでの境界積分法については、摩擦法則に基づいて断層の滑りの時空間発

展を計算するシミュレーションにおいて広く用いられている。この方法において、従来

の手法に比べて圧倒的に広い条件で数値的に容易な時間発展計算手法を見つけた（東京

大学地震研究所[課題番号：ERI_06]）。このことにより計算メッシュが柔軟に設定できる

ので断層の不均質をとりこんだ動的シミュレーションが容易になり、また、破壊モード

が混在していても安定に計算できるので、非平面な断層を扱うにも有利になると考えら

れる。さらに、タイムステップを大きくとることができて計算速度も改善することがで

きるようになった。 

昨年度、水と塩の二成分流体の二面角を調べ、わずか１～数 wt.％の塩が加わるだけ

で、二面角が純水の場合よりも大きく低下し、カンラン石の表面を良く濡らすようにな

ることを明らかにした（東北大学[課題番号：THK_02]）。これは、沈み込み流体が蛇紋岩

として固定される前弧域と、流体がマントルを融解させる領域の間に、マントル岩の粒

間に流体が共存する領域があり、沈み込んだ流体がマントルを浸透して前弧域に直接抜

けている可能性を示している。しかし、もう一つの重要な副成分である二酸化炭素は、塩

とは反対に二面角を増加させるため、塩と二酸化炭素の効果の競合関係を理解する必要

がある。このような問題意識の下、多成分流体の実験を行った結果、二酸化炭素と比べて

塩の方が二面角に効果的に作用するため、多成分流体がカンラン石表面を良く濡らすこ

とを突き止めた（東北大学[課題番号：THK_02]）。さらに、沈み込み帯相当の低温高圧条

件下では、カンラン石の炭酸塩化反応により、流体中の二酸化炭素濃度が大幅に低下す

るとともに、生成した直方輝石と菱苦土石の影響により、さらに二面角が低下すること

が明らかになった（図６）。また、多成分流体は二面角が小さく、岩石の溶けた融液に近

い分布形態を示す一方で、流体と融液では、弾性的性質に差があることから、地震波トモ

グラフィデータに基づいて、楔形マントル内の流体と融液を区別してマッピングできる



可能性がある。 

南アフリカ金鉱山での観測研究もすすみ、M5.5 の地震断層が確認された Lamprophyre 

dyke の Intact 部分では、XRD 分析によってタルクや黒雲母などが確認されていた（立命

館大学[課題番号：RTM_01]）。その Intact 部分の高知コアセンターでの Vp、密度、磁化

率の非破壊分析結果と比較したところ、タルクを多く検出した Lamprophyre dyke の密度

と磁化率が有意に高く、Vp が有意に低いことが明かになった（立命館大学[課題番号：

RTM_01]）。 

 
（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

ア．プレート境界地震と海洋プレート内部の地震 

海溝の海側には、一般的にアウターライズ（海溝外縁隆起帯）と呼ばれる地形的高ま

りが認められる。これはプレートの沈み込みに伴う屈曲によって形成され、海洋プレー

ト浅部は伸張応力場となる。そのため海洋性地殻を断ち切る正断層群が発達するととも

にホルスト・グラーベン（地塁・地溝）構造が形成され、正断層型の地震（アウターライ

ズ地震）が海洋プレート内部で発生する。巨大津波を引き起こす大規模なアウターライ

ズ地震は海溝型巨大地震の発生後に連動して発生することが知られている。宮城沖と三

陸沖のアウターライズで反射法地震探査を実施し、ホルスト・グラーベン構造を形成す

る多数の海底活断層（アウターライズ正断層）の高解像度構造をイメージングした（東京

大学大気海洋研究所[課題番号：AORI01]）。その結果、三陸沖と宮城沖のアウターライズ

で正断層の発達様式が著しく異なることが明らかになった。fault offset の場合、三陸

沖の方が宮城沖より大きい。三陸沖では主に海溝近傍でプレートの折り曲げによって形

成した新しい断層が発達しているのに対し、宮城沖では新しい断層と古い断層が混在し

て存在する。また、宮城沖では堆積層の基本層序（遠洋性堆積物、チャート層、玄武岩）

が維持されながら正断層が発達するが、三陸沖では海溝海側約 75 km 付近から海溝側へ

チャート層が不明瞭となり、層厚が著しく減少する。このように三陸沖と宮城沖のアウ

ターライズで正断層の発達様式が異なる要因はプチスポット火山活動の有無が考えられ

る。 

S-net で観測された常時微動記録に地震波干渉法を適用し、観測網全域にわたる表面

波トモグラフィを行った（東北大学[課題番号：THK_02]）。特に、マルチモードの表面波

分散曲線の推定手法を開発し、レイリー波基本モード・１次高次モードおよびラブ波基

本モードの位相速度マップの推定に成功した（図７）。三陸沖北部の前弧最先端部におい

て周期 14 秒のラブ波位相速度が低速度となっており、Tsuru et al.(2002)によって構造

探査から得られている沈み込む堆積層厚の空間分布と調和的である。また、2011 年東北

沖地震の大すべり域 (Iinuma et al., 20012) と根室沖の微小地震空白域 (Takahashi 

and Kasahara, 2007) では高速度であり、プレート境界におけるすべり様式とＳ波速度

構造の対応関係が示唆される。 

房総半島沖では自己浮上式海底圧力計２台を今年度新たに設置し、計６台での観測を

続けている。また、2018年に発生した房総沖スロースリップについて、海底圧力計デー

タの解析を行った（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_05]）。４台の圧力計データに

対してマルチチャンネル特異スペクトル解析を用いて成分に分け、海洋変動と思われる

成分を除去し、残りの成分にパラメトリックモデルを当てはめてスロースリップによる



変動の抽出を試みた。その結果、全４地点で1－2 cmの隆起が見られた。 

四国南東部の徳島県海陽町から 2000 年鳥取県西部地震の震源域の北端付近に位置す

る米子市まで南南東－北北西に延びる測線において、南東部で 2014 年～2017 年に行わ

れたリニアアレイ観測で得られたレシーバ関数と北西部で 2002 年～2004 年の合同観測

で得られたレシーバ関数（Ueno et al., 2006）を用いて、レシーバ関数イメージを作成

した（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI02]）。その結果、フィリピン海スラブ内の海

洋モホ面とフィリピン海スラブの上面が明瞭にイメージされ、四国東部下に沈み込むフ

ィリピン海プレートはとても緩やかな傾斜（約６度）で、少なくとも中国地方の中ほどま

で存在していることがわかった。また、大陸モホ面は測線北端の深さ 30 km から南端の

深さ 15 km まで南南東上がりにフィリピン海スラブの上方に位置していると考えられる

が、測線の両端部以外では明瞭にイメージされなかった。徳島市から愛媛県西予市まで

東北東－西南西に延びる測線においてもレシーバ関数を追加して、レシーバ関数イメー

ジが更新された（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI02]）。 

日向灘から奄美大島にかけての小領域ごとに小繰り返し地震が発生する度に、その地

震発生前２年間の準静的すべり速度を求め、時間変化について調べた（鹿児島大学[課題

番号：KGSM01]）。その結果、日向灘中部から奄美大島にかけての広域で準静的すべり速度

が概ね全般的に増加していること、この中でも M6.3 が発生した日向灘中部、M6.0 が発生

した種子島東方、奄美大島付近と大隅半島南東沖は周囲に比べて準静的すべり速度の増

加が相対的に大きいことがわかった。これとは逆に、奄美大島北東沖では準静的すべり

速度が明瞭に低下していることがわかった（図８）。 

南西諸島海溝において、令和元年度に設置した 20 km スパンの海底地震計アレイデー

タを用いて、期間中に発生した浅部低周波微動（以降、浅部微動）の震源決定を実施した

（鹿児島大学[課題番号：KGSM01]）。最も活発な活動は令和元年（2019 年）９月から 10

月にかけて発生した。また、マイグレーションを伴う活動も複数回確認されたが、マイグ

レーション方向は南北両方向に存在している。また、断続的な活動ながらゆっくりとし

た速度でマイグレーションしている様な活動も見られ、この地域において複数のスロー

地震活動パターンがあることが示唆された。浅部微動の分布は、前計画中に実施された

臨時観測から求められている分布とも非常によく似ており、観測点数や配置が全く異な

る観測網で同じような分布が得られたことから、浅部微動の分布形状の特徴は、この領

域において普遍的なものである可能性が高い。 

南海トラフ熊野灘での浅部低周波地震（VLFE）については、既存三次元地震探査デー

タの再解析に基づき、地質構造と発生分布の関係を明らかにした（海洋研究開発機構[課

題番号：JAMS02]）。沈み込む海洋地殻の上面には地殻内断層に起因する起伏に富み、その

上に位置する付加体には覆瓦衝上断層が発達しており、半遠洋性泥質物を主体とする厚

い底付けされた堆積層の内部に衝上断層群のデタッチメントが複数確認された。さらに、

衝上断層群を切る横ずれを伴う共役な断層群が認められ、プレート沈み込み方向と斜交

する最大水平圧縮応力の方向が特定された。また、最大水平圧縮応力の方向は、局在する

VLFE と海洋地殻隆起部との位置的関係および低角逆断層型 VLFE のすべり方向と調和的

であった。以上から、南海トラフ熊野灘では海洋地殻上面の起伏が上載堆積物内の応力

場に影響を与え、堆積層内の既存すべり面に沿う VLFE の発生に寄与していると考えられ

る。 



日向灘では、浅部低周波微動震源域下端と小繰り返し地震発生領域上端の境界付近に

観測網を構築し、スロー地震と通常の地震の境界領域における地震活動、特にそれらの

震源の位置関係や深さの議論を進めるための観測を開始した（京都大学防災研究所[課題

番号：DPRI01]）。一方、これまでの観測で得られたデータの解析を進め、2017 年～2018 

年にかけて発生した浅部微動活動の時空間発展を明らかにした。2013 年と 2015 年にも

マイグレーションを伴う比較的規模の大きな浅部微動活動が確認されているが、2017～

2018 年の活動はそれらに匹敵する活動であった。南から北へのマイグレーションと RTR

を伴っていること、間を空けて複数回マイグレーションが発生していたこと、さらには

観測網が全く異なっているにもかかわらず震央位置がほぼ同じ場所に決まっていること

から、2017～2018 年の活動は 2013 年活動の再来であったとも考えられる。この微動活動

の南限が種子島東方沖まで連続的に広がっていることが確認されるとともに、その分布

や活動度が九州パラオ海嶺の沈み込み構造によって規定されていると想定される。 

日向灘ではさらに、３年間に３回にわたって発生した浅部超低周波地震活動の震央分

布を調べたところ、沈み込んだ九州パラオ海嶺上の活動は深さ 10 km より深く、それか

ら東に外れた活動は 10 km よりも浅いプレート境界で発生していることが明らかとなっ

た（海洋研究開発機構[課題番号：JAMS02]）。低周波地震の活動に関しても、九州パラオ

海嶺の沈み込み構造が影響していることが示唆される。 

このようなプレート境界浅部におけるスロー地震については、海外における観測研究

も進められている。2018 年 10 月にヒクランギ沈み込み帯北部のギズボーン沖に設置し、

2019 年 10 月に回収された５台の海底地震計で取得したデータの解析がおこなわれた（東

京大学地震研究所[課題番号：ERI_08]）。この観測期間中の 2019 年３月から４月にかけ

て、観測網直下で大規模なスロースリップ（SSE）が発生し、これに伴って活発な微動も

観測された。この領域では、2014 年に SSE が発生し、そのすべりは沈み込む太平洋プレ

ート上の海山を避けるように分布しており、またそれに伴う微動がその海山上に限って

活動していることがわかっていた。2019 年３月の SSE に伴う微動活動は、2014 年の微動

活動と同様、SSE のすべりが終息する時期に活動が活発化し、およそ３週間にわたって継

続したことがわかった。その活動規模は 2014 年の活動を遥かに凌ぐものではあるが、活

動分布は 2014 年と同様に沈み込む海山上で発生していることが明らかとなった。本海域

では国際協力で３次元屈折法地震波構造調査を実施しており、３次元Ｐ波速度構造とそ

の方位異方性構造を推定した（海洋研究開発機構[課題番号：JAMS02]）。付加体内Ｐ波速

度の速い軸はプレート沈み込み方向におおむね一致し、クラックの偏向と断層に沿って

発達する粘土鉱物の層構造を反映していると考えられる。沈み込む海山の本体と考えら

れる高速度体も３次元的にイメージングされた。これらの結果から、海域下プレート境

界における低周波地震の発生様式には、沈み込むプレートの表面形状が影響している可

能性が示されている。 

プレート内地震の研究では、東北地方・北海道下の上面地震帯の深さ 100-130 km で発

生する６つの地震クラスターについて、波形相関走時差 DD 法による精密震源推定および

メカニズム解を推定した（東北大学[課題番号：THK_06]）。その結果、どのクラスターも

1-2 km 四方の領域で主に逆断層型の地震活動であることがわかった。５つのクラスター

では正断層型地震も伴い、逆断層震源より浅い側で多く発生した。こうした downdip 

compression 場にもかかわらず発生する正断層地震は、地殻物質のエクロジャイト化によ



る引張場が原因であると解釈した。このことから、エクロジャイト化に伴う引張場の形

成は極めて局所的であることが示唆される。 

冷たい沈み込み帯における稍深発地震の原因の 1 つは、主要な含水鉱物であるローソ

ン石の脱水である可能性が提案されている。しかし、実験的研究は限られており、ローソ

ン石の脱水を伴う変形メカニズムは不明である。そこで、スラブ内地震の発生条件を模

擬した、沈み込みに伴う加熱と変形が同時進行する変形実験をおこなったところ、ロー

ソナイトの安定領域（500−550℃）内で、断層形成と応力降下を伴うすべりのイベントが

観察された（東北大学[課題番号：THK_06]）。微細組織観察からは、断層に沿って極細粒

の非晶質物質が存在することが明らかになった。一方、脱水条件での変形実験では、脱水

に伴い歪軟化するものの、急激な応力降下は見られなかったため、今後は実験で形成さ

れた断層物質の比較を行い、摩擦不安定性のメカニズムを明らかにしていく必要がある。 

 

イ．内陸地震 

内陸地震発生に関しては、地殻内流体の影響が大きいと考えられている。そのため、

地球電磁気学的観測研究による地震発生場の研究が多くなされた。中国・四国地方の MT

観測予備調査ならびに四国地方の基盤的比抵抗構造解析を実施した（京都大学防災研究

所[課題番号：DPRI03]）。三瓶山周辺域では全般的に地殻は高比抵抗領域として推定され

た。北部日本海側地点ならびに、三瓶火山直南地点の地殻浅部以外には低比抵抗領域は

みられない。これらの構造は、北部の地殻浅部低比抵抗領域の位置などを除けば塩崎

（1993）の研究結果と調和的である。浅野・他（1986）が指摘した中野原から三川を通り

北西-南東方向に伸びる地震帯とこれに直交するように三瓶山から海岸線に平行して西

南方向に伸びる二つの地震帯の交差するあたりで、2018 年島根県西部地震（M6.1）が発

生したが、今回推定された北部の高/低比抵抗境界は、この地震の震源と関連するものか

もしれないが、これまで山陰地方で指摘された 10Ω m 以下の地殻深部低比抵抗領域がみ

られないなどの相違点がある。また、三瓶山周辺から南東方向に伸びる地震活動は高比

抵抗領域に対応している（図９）。島根県東部地域は山陰地方の地震活動の帯の中にあっ

て無地震域を形成している場所であり、既存研究からこの地域では、三瓶山周辺域と比

べ低比抵抗な地殻構造が示されている（例えば、Shiozaki et al, 2006）。二つの地域の

地震活動にみられる違いと比抵抗構造の違いがどのように関連するのか、水平方向の連

続性を明らかにする本観測を実施することは、同地域の地震活動や応力の集中・緩和を

考える上で重要である。島弧の軸方向の面的な基盤的比抵抗構造研究の必要性が示され

た（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI03]）。 

地震メカニズムトモグラフィー法（FMT 法，Terakawa et al., 2010）による間隙流体

圧場の推定と地震時応力変化による ΔCFS の計算を通じて、2016 年熊本地震前後の地震

活動度の変化における応力と間隙流体圧場の影響を定量的に調べた（Nakagomi et al., 

2021）（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI03]）。図 10 は、地震時応力変化による ΔCFS

及び熊本地震発生前の間隙流体圧係数Ｃと地震活動度の変化の関係を表している。ここ

で、間隙流体圧係数Ｃは、間隙流体圧の静水圧からのずれを静岩圧と静水圧の差で規格

化した無次元量である。図 11 は、地震活動度の顕著な変化（10 倍以上の増減）があった

領域を ΔCFS の分布上に表示したものである。これらの結果から、大きな特徴として、

ΔCFS＞0 の領域では地震活動度が増加し、ΔCFS＜0 の領域では地震活動度が減少する傾



向が捉えられた。このことは、観測された地震活動度の変化は概ね地震時応力変化で説

明できることを意味する。一方、本震前のＣ値が高い地域ほど、本震後に地震活動度が増

加する傾向があることがわかった。図 12 は、地震活動度の増加があった領域を間隙流体

圧分布上に表示したものである。とくに、熊本地震の震源断層の南側のセグメント付近

の高圧間隙流体圧域では、熊本地震後に地震活動度が大きく増加する傾向があった。こ

れは、ΔCFS だけでなく、本震前の間隙流体圧場も地震活動度の変化に影響を与えている

ことを示している。ΔCFS＜0 にも拘わらず熊本地震後に地震活動度が増加した地域で発

生した地震は、全体の約 14～39 ％（評価点から 3 km 及び 5 km 以内で発生した地震の割

合）を占めた。このようなΔCFS からの予想に反して地震活動度が増加する傾向は、ΔCFS

の負の影響が小さいほど、Ｃ値が高いほど顕著になる（図 10）。これらの結果は、応力変

化で説明できる余震活動の中に、間隙流体圧の上昇による断層強度の影響を受けて発生

したものもあることを示唆する。 

北茨城‐いわき地域は、前計画で地震の多発域の下 15 km から 25 km において顕著な

反射面の存在が示された。この反射面からの反射波の振幅等から、この反射面は地殻内

流体を含む層であることが示された。地殻内流体が存在するのであれば、低比抵抗領域

となっている可能性があるため、この反射面が存在する領域の比抵抗構造を調べた（東

京大学地震研究所[課題番号：ERI_09]）。反射面が存在する深さ 14 km～16 km での深さ

の比抵抗構造は、反射面の中心部分で低いことが分かった。また、比抵抗構造は深さが浅

くなるにつれて構造が変化し、地震の多発域では筋状の低比抵抗構造が見られるように

なり、活発化した地震の活動はその筋状の低比抵抗域に沿って発生していることを示し

た。さらに、これらの領域において水の体積分率の推定を行った。福島県浜通り地震

（Mj7.0）の震源域の直下の反射面が存在する 14 km‐16 km の深さでは、水の体積分率

が 1 %から数%の、非常に大きな値を示すことが分かった（図 13a）。一方、福島県浜通り

地震（Mj7.0）の震源域の深さ 6 ㎞周辺での水の体積分率は、0.001 %から 0.01 %と非常

に小さな値を示した（図 13b）。 

東北地方の地殻３次元比抵抗構造推定のため、これまで取得されている広帯域 MT デー

タのコンパイルと解析を実施した（東北大学[課題番号：THK_07]）。秋田市雄和地区の秋

田空港付近から、仙北市角館町にかけてのほぼ北緯 39°36’の緯線に沿う東西測線で、

新たに得られたデータを加えた計 17 測点のデータを用い、２次元比抵抗断面モデルを得

た(図 14)。地震活動は、測線中央部の地殻内に存在する高比抵抗部内部から低比抵抗部

の境界にかけて顕著であることが分かった。 

2011 年東北沖地震後に山形-福島県境付近に発生した群発地震において、様々なパラ

メータが 50 日ないし 100 日程度の時定数で急変していることが示されてきたが、今年

度、震源域内の詳細な減衰構造（Q-1 値）の時間変化を調べた結果、やはり同様の時定数

で変化していることがわかった (図 15)（東北大学[課題番号：THK_02]）。この減衰の時

間変化が間隙流体圧の変化に起因しているのであれば、この手法により断層帯内の間隙

流体圧の時間変化を調べられる可能性がある。 

物質科学的観点から地殻内流体について調べる研究もおこなわれた。岩相‐水‐マグ

マの地殻および上部マントル条件での地震波速度および電気伝導度を再現するフォワー

ドモデルを作成した（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI04]）。上部および中部地殻に

は、粒界（mm スケール）から断層（km スケール）まで、様々なスケールのクラックが存



在している。観測された電気伝導度構造から地殻の流体分布を推定するためには、様々

なスケールのクラックが、それぞれ高圧下でどのような伝導経路として機能するかを理

解することが必要である。粒界スケールのクラックについて理解するため、封圧下での

含水岩石（庵治花崗岩）の弾性波速度・電気伝導度測定を行ってきた。開いた粒界におい

ては、粒界の開口の大きな部分が高圧下でも開いた状態を維持すること、それが連結し

て伝導経路として機能していることが分かった。 

地下深部の断層の位置を推定する研究もおこなわれた。大阪府北部の地震の余震デー

タを用いて、有馬高槻断層帯（ATL）の深部の位置の推定を行った（京都大学防災研究所

[課題番号：DPRI03]）。今年は ATL の深部と余震域の相対的な位置関係の推定を試みた。

このことは、大阪府北部の地震がどの活断層に関係した地震であるのかという未解決の

問題や、今後の地震活動の推移を考える上で、重要な基礎的な知見を提供するものであ

る。大阪府北部の地震の震源断層は、ATL の断層帯の北端に、その北側を限られた可能性

が高い。断層帯の南端の位置については、そもそも明瞭な端があるのかどうかも含めて

今後の課題であるが、大阪府北部の震源断層は、ATL の断層帯の内部で発生した可能性が

示唆される。特に、震源断層の北限が ATL によって限られていることは、この地震が、最

深部から始まったにも関わらず、深さ 10 km 程度以深に断層が限られ浅部に破壊が進展

しなかった M6 クラスの地震となったことと関係しているものと考えられる。 

地震が発生した際に、地震断層の破壊の停止がどのような理由によって起こるかとい

う問題は重要な課題である。断層の破壊の停止と地下構造の関係の研究も進められた。

2016 年熊本地震合同地震観測データおよび 2016 年熊本地震以前のデータをもとに震源

域の三次元地震波速度構造を決定し、震源再決定および震源メカニズムの推定を行った

（九州大学[課題番号：KYU_01]）。この研究で得られた速度構造と、MJ 7.3 の地震のすべ

り分布 (Asano and Iwata, 2016) とを比較すると、すべりの大きかった領域は、Vp＝6.0 

km/s、Vs＝3.5 km/s 程度の中庸な速度を持つ領域に対応している。また、より鮮明にイ

メージングされた阿蘇山西側にある低速度領域は、 すべりの大きかった領域の端に分布

しており、 低速度領域の存在により主要な破壊が停止したと解釈できる（図 16）。 

熊本地震震源域周辺の比抵抗構造からは内陸地震ポテンシャル評価をする上で重要な

結果が得られた（九州大学[課題番号：KYU_01]）。前震、本震を含め M5 以上の規模の大き

い地震は低比抵抗体の近傍で破壊が開始する一方で、M5 より規模が小さい地震は低比抵

抗領域から離れた場所でも破壊が開始することが示唆された。また、低比抵抗体内部で

も破壊は開始するが, それらはすべて規模が小さい地震であることが示された。低比抵

抗体の端部付近から破壊が開始すると規模の大きい地震に成長しやすいことを示した結

果であり、高温度、 高間隙水圧領域から外側に向かって破壊が開始すると破壊が成長し

やすいと解釈された。一方、 破壊の停止については、熊本地震の本震および前震の破壊

停止位置が低比抵抗体の端部に相当することから、高温度、高間隙水圧領域に向かって

破壊が進展すると、 破壊が停止しやすいことが示唆された。しかしながら, 本震の大す

べり域近傍にもやや低比抵抗な領域が存在し、高温度 (200－400 ℃), 高間隙水圧領域

に向かって破壊が進展しても、かならずしも破壊は停止せず、 場合によっては破壊が加

速されることも示唆された。 

断層に対する応力載荷も重要な問題である。地震発生ポテンシャルを評価するうえで

重要な要素の一つは下部地殻から地震発生層への応力載荷が挙げられる。そこで地震発



生層での応力場が応力の連続性から下部地殻に影響していると考え、下部地殻の非弾性

ひずみを検出する手法を開発した（九州大学[課題番号：KYU_01]）。その結果、 地震活動

が活発な別府―島原地域において下部地殻の非弾性ひずみレートが高いことが見いださ

れた。特に別府―阿蘇地域においては顕著であり、この領域は地温勾配が高く、低速度異

常が下部地殻にあり、地震発生層が薄い領域であった。このことから、この領域の下部地

殻においては相対的に粘性が低く、高いひずみレートで変形し、 その結果として上部地

殻に応力が載荷され、高い地震活動がみられると解釈できる。さらに，緑川断層など、 

別府―島原地域の西部の断層領域においては上部地殻の主応力方向と地表での主ひずみ

レート方向が斜交していることから、断層強度が弱いことが示唆された。このように、変

形レート・応力を統合的に解釈することによって、下部地殻の非弾性ひずみの不均質に

よって、地震発生層である上部地殻に応力場が形成される様子をモデリングすることが

可能となった(図 17)。 

平成 28 年（2016 年）熊本地震による余効変動について、Tomita et al. (2020)の手

法に倣い、余効すべりと粘弾性変形それぞれの寄与を同時に推定する手法を試験的に導

入した（国土地理院[課題番号：GSI_01]）。厚さ 25 km の弾性層及びその下の Maxwell 粘

弾性層の２層からなる半無限媒質を仮定し、Fukahata and Matsu'ura (2005)のプログラ

ムを用いて、弾性及び粘弾性グリーン関数を計算した。地震時のすべり量については、３

枚の矩形断層（矢来・他，2016）を仮定した。地震後１年間の水平方向の変位から粘弾性

変形を考慮した余効すべりの推定を、MCMC 法を用いて行ったところ、粘弾性層の粘性率

が 2×1018 Pa s 程度であれば観測データを最もよく説明できることが分かった（図 18）。

また、同様の解析を地震後３年間の変位を用いて行ったところ、観測データを最もよく

説明する粘性率は 5×1018 Pa s 程度であった。これらの結果は、粘弾性層における粘性

率の時間変化を反映している可能性がある。 

島弧全体の構造を考慮した研究もおこなわれた。３次元余効変動解析から、2011−2016

年までの余効変動解析を実施した（東北大学[課題番号：THK_07]）。GEONET と東北大の持

つ宮城−山形、福島-新潟の稠密観測から島弧に沿う南北方向での余効変動の変化を明ら

かにし、モデル計算から地下のレオロジー構造の不均質性を調べた(図 19)。２つの測線

での観測を、海溝平行成分、直交成分、垂直成分に分け、モデルとの詳細比較を行い、福

島測線に比べ、宮城測線の方が、前弧の高粘性領域（コールドノーズ）が狭いことが明ら

かになった。 

重力の観測量を用いた研究も進められた。長野県松代における超伝導重力計 iGrav（28

号機）の観測を維持するとともに、各地で稼働している超伝導重力計の観測点において、

絶対重力測定を実施した（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_10]）。弟子屈の超伝導重

力計（iGrav、17 号機）は機械的ドリフトが検定された。国立天文台水沢 VLBI 観測所（岩

手県）において、ここ数年続いている重力減少の傾向が引き続き見られた。気象庁松代地

震観測所（長野県）においては、2019 年までの重力減少の傾向と反して、重力増加を示

す結果が得られた。 

重力の観測値から伏在断層を検出する研究も進められた（東北大学[課題番号：

THK_07]）。仙台平野南部は、長町―利府線断層帯の南方に位置し、また双葉断層の北部延

長域でもあり、活断層が隣接する複雑な地域である。宮城県名取市から亘理町を経て南

部へ連続すると考えられる伏在活断層と双葉断層帯との関係を明らかにするために、仙



台平野南部の宮城県山元町周辺において、重力探査を実施し、伏在活断層の連続性を明

らかにすることを試みた。調査測線の北側２本では、微小ではあるが伏在活断層に関連

する重力変化を捉えたが、南側の２本の測線では、その延長部分に有意な重力変化はな

かった(図 20)。このことから、愛島丘陵から南方へ連続する伏在活断層は、宮城県亘理

郡山元町付近が南端となっていると判断した。 

海外での陸上観測の研究もおこなわれ、カイコウラ地震に関係した応力再配分を確認

することを目的に、定常地震観測網と本課題で実施した臨時観測網のデータを用いて、

カイコウラ地震震源域のＳ波スプリッティング解析を行った（東北大学[課題番号：

THK_01]）。期間は 2013 年から 2018 年である。得られた速いＳ波の振動方向には空間変

化が見られ、原因について検討をした結果、断層などの構造性の異方性や応力による異

方性など複数の要因が考えられた。Ｓ波スプリッティング解析と Vp/Vs 比の時間変化の

検討を行ったが、震源分布の違いに応じ異なる異方性領域を通過したことが原因として

考えられた。また、多様なテクトニック環境下でのスロー地震発生メカニズムを理解す

るために、カイコウラ地震震源域を含むマルボロ断層系において、微動活動の検出と震

源決定を行った。その結果、高精度化された震源位置決定により、微動発生域が領域内の

特定の位置にクラスター状に存在している様子が明らかとなった。 

地球化学的手法を用いた観測研究も進められ、装置を再設置して、和歌山県の本宮観

測点での観測を再開することを目指して作業を行った（東京大学理学系研究科[課題番

号：UTS_04]）。4He,N2,Ar の計測精度を向上させるために、スペクトルの解析を面積積算

法に変更することで、質量数決定精度を改善した。 

物質科学的研究も進められた。内陸断層の深部、脆性–塑性遷移付近の岩石変形の物理

的性質の３次元構造モデルを地質調査から明らかにし、地震の破壊開始と断層深部の塑

性流動との関わりを明らかにするために、調査範囲を断層の走向方向に 7km 程度に拡大

し、この範囲の調査を開始した（産業技術総合研究所[課題番号：AIST05]）。一方、断層

内部構造形成・発展・力学挙動の物理過程を岩石変形実験で明らかにするための準備段

階として斜長石の粒成長実験を実施した。まず、斜長石の Na 端成分である曹長石の焼結

体合成に成功し、この焼結体を用い融点（1100 ℃）に比較的近い 1065 ℃、1050 ℃、

1030 ℃において粒成長実験を実施し、粒成長の活性化エネルギーを含む基本パラメータ

を決定した。この結果、曹長石の粒成長は 1050 ℃という高温においても 1 μm から 10 

μm に成長するのに１世紀かかるという非常に遅い粒成長カイネティクスが明らかにな

った。曹長石は地殻の幅広い条件で安定に存在する主要構成鉱物である。今回の実験結

果は、曹長石の粒径依存クリープが地殻の幅広い条件で発現しうる地殻のレオロジーを

考える上でも重要な変形機構であることが示唆された。 

  
エ．地震発生と火山活動の相互作用の理解 

地殻浅部での低周波地震活動が見られる可能性がある地域として、北海道雌阿寒岳周

辺で発生した地震を対象に、Frequency Index を用いて低周波地震の識別を行なった（弘

前大学理工学研究科[課題番号：HRS_01]）。その結果、地殻浅部の低周波地震の中で火山

活動との対応が見られない地震群が、雌阿寒岳北方で発生していたことがわかった。ま

た、地殻深部低周波地震の中で、波形がよく似た地震が 1 週間程度の間隔で繰り返した

ことを見いだした。この繰り返し低周波地震とも呼ぶべき現象は、深部低周波地震の発



生メカニズムを考える上での有用な観測例である。 

 
オ．構造共通モデルの構築 

 中国地域の地殻内応力マップを作成するため、過去12年間にわたるマグニチュード

1.5以上の地震の発震機構解を決定した（産業技術総合研究所[課題番号：AIST07]）。気

象庁一元化カタログもコンパイルし、10 kmメッシュの応力マップとして纏めた。この応

力マップをもとに、地震調査研究推進本部地震調査委員会（2016）が評価対象とした30の

活断層の活動性評価を行ったところ、28断層が現在の応力場、一般的な摩擦係数のもと

で再活動する条件を満たしていることがわかった。残りの２断層が再活動するためには、

異常間隙水圧の発生や隣接する活断層の破壊に伴う応力変化でトリガーされるなどの外

的要因が必要になると考えられる。また、島根県・鳥取県の日本海側になると応力方位が

時計回りに約20°回転して西北西－東南東方向を示すようになる原因について、先行研

究で提案されている下部地殻における非地震性変形のほか、地震発生層深部の高重力異

常帯に引き起こされる応力擾乱にある可能性を示した。 

 
３ 地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究   
（１）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

ア．強震動の事前評価手法  
現代の地震観測で得られる知見を史料の分析結果と結びつけ、歴史地震学における震

度の検証ならびにその定量化を図るため、根津周辺における稠密観測を開始した（東京

大学地震研究所[課題番号：ERI_15]）。観測点は 1855 年安政江戸地震の被害史料の分析

から被害場所が特定できた地点とその近隣地点に設置し観測点数は 19 点となった。暫定

的な結果では、観測点ごとの卓越周波数や振幅の違いが確認できている。 

 
５ 研究を推進するための体制の整備   
（３）研究基盤の開発・整備 

海底において空間的に高密度でやや広帯域である地震観測の実施をめざして、小型広

帯域地震計を搭載した長期観測型海底地震計の開発や固有周期120秒を用いた小型広帯

域地震計を製作してきた（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_23]）。120秒計を用いた

台数の確保に努め、今年度には20台規模で観測に用いることができるようになった。海

底での記録の蓄積から雑微動レベルについての知見が蓄積され、上下動成分ではセンサ

ー帯域において低いレベルにとどまるが、水平動成分の雑微動レベルが上下動成分より

も高いことが確認されつつある。しかし、海底における雑微動レベルは一般的な地震観

測としては低いレベルであり、スロー地震だけではなく、遠地地震・深発地震なども明瞭

に記録された。 

海底光ファイバー歪計や海底傾斜計による観測技術の開発を継続しておこなった（海

洋研究開発機構[課題番号：JAMS02]）。掘削孔内の間隙水圧や傾斜計では 2020 年 12 月～

2021 年１月にかけて起こった南海トラフの近傍で発生したゆっくり滑りの検出に成功し

た。その変動量はトラフ近傍のごく浅い断層でのスロースリップによりモデル化される

ことが示され、その領域はこの期間中での低周波微動の発生域と整合的であることが分



かった。 

 

これまでの課題と今後の展望 

低頻度で大規模な地震現象の発生履歴、規模、場所の解明は重要な課題である。近い

将来発生が懸念される根室沖において GNSS-A を用いた海底地殻変動の観測研究が進み、

データが取得できるようになった。安定した結果が得られるようになるとプレート間の

固着状況についての情報が得られることが期待される。また、日本全体のプレート境界

での固着状況の把握に対して、東北沖を含む日本海溝や南海トラフにおける GNSS-A を用

いた海底地殻変動の観測も継続され、プレート間固着状況がモニタリングできるように

なってきている。低頻度で大規模な地震現象の理解に向けて、メキシコやアラスカなど

海外における低頻度巨大地震発生域における観測研究も進み、現象の包括的な理解が進

んでいる。地震発生過程の解明とモデル化においては、アスペリティの階層性について

も研究が行われ、理解が進展している。日向灘や南西諸島については微動現象やスロー

スリップについての観測による理解が進み、ニュージランド等海外での観測事例のデー

タも積み重ねられ、沈み込みの多様性の理解についても進展がみられる。実験室でのサ

ンプリング物質を用いた研究など、観測研究に加え物質科学的見地からの研究も進み、

地震現象に対して包括的な理解が進んでいる。内陸地震に関しては、断層形状/微細構造・

応力・強度の３要素の把握が順調に進んでおり、特に強度低下の原因として注目されて

きた地殻内流体の関与については、2016 年熊本地震などにおいてこの考えを支持する多

くの成果が得られつつある。また、次のステップとして、地殻内流体の量や圧力の定量化

が重要な課題であるが、水の体積分率の推定など定量的理解も進んでいる。前計画から

続けられている粘弾性構造を含めた島弧モデルによるシミュレーションを用いた研究も

なされ、列島規模での応力場・地殻変動・ひずみ場の時空間変化の理解が進みつつある。 

このように様々な沈み込み帯での構造の解明や特徴の抽出が進んでいる。今後、得ら

れた成果を予測に生かすためには、モデル化に向けた研究が必要であると考えられる。

また、スロー地震や微動活動の現象解明にもとづき、プレート境界地震に関しての滑り

の多様性の理解を進めていく必要がある。内陸地震においては、地殻内流体の関与を裏

付ける成果が得られつつあるので、今後は定性的な理解の事例を加えていくとともに、

定量的解析の研究も進めていく必要がある。さらに、地殻内流体の理解も踏まえた各地

震・各地域の内陸地震発生過程のモデル化も重要なテーマである。このように，多様性の

理解やその普遍性の抽出など、現象を理解する研究は進んでいるが、今後予測につなげ

るためには、モデル化をどう進めていくかが重要な課題となると考えられる。 
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図１．根室沖 17 世紀地震震源域周辺のプレート境界構造（東京大学地震研究所[課題番

号：ERI_05]）。 

 

  



 

図２．GNSS-A による地殻変動の暫定推定結果（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_05]、

東北大学災害科学国際研究所[課題番号：IRID02]） 

15 ヶ月の間をあけた２回の GPS-A 観測から得られた地殻変動速度の暫定的な推定結果。

水平動を赤、上下動を青ベクトルで示す。緑の矩形は Ioki and Tanioka (2016)による

17 世紀型超巨大地震の想定断層。 

 

 
図３．日本海溝沿いの直近約４年間の水平移動速度（海上保安庁[課題番号：JCG_03]） 

北米プレートを固定している。  



 
図４．南海トラフ沿いの直近約 4 年間の水平移動速度（海上保安庁[課題番号：JCG_03]） 

アムールプレートを固定している。  
 

 
図５．玄武岩試料 (a)、チャート試料 (b)、遠洋性粘土試料 (c) および半遠洋性粘土試

料 (d) の a – b 値の温度変化（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_05]） 

（）内の数値は各試料の粘土鉱物含有量。  
 



 
図６．カンラン石の粒間における超臨界流体（東北大学[課題番号：THK_02]、Huang et 

al., 2020） 

上）超臨界流体を粒間に含んだカンラン石（マントルの主要構成鉱物）の多結晶体（実験

産物）の電子顕微鏡写真。暗い部分が高温高圧下で流体が存在していた部分。(a)水・二

酸化炭素の二成分流体では、カンラン石の炭酸塩化が起こらない低圧条件下で、図の二

面角が 60°より大きくなり流体は孤立して存在する。(b)高圧条件になると、炭酸塩化が

起こり、直方輝石と炭酸塩鉱物の菱苦土石が生じる。炭酸塩化の効果で、二面角が 60°

より小さくなり、３次元的に鉱物の稜に沿って連結した流体ネットワークが形成される。

(c) 水・二酸化炭素・塩の多成分系になると、カンラン石の炭酸塩化の効果に加え、流体

中の塩の効果で二面角がさらに小さくなる。 

下）超臨界流体－カンラン石間の二面角（実験結果）。(a) 温度圧力依存性。水・二酸化

炭素・塩からなる多成分流体の二面角（濃いオレンジ色の凡例）は、カンラン石の炭酸塩

化が起こらない高温低圧条件では、800℃、1.0 GPa の条件を除き、二面角が 60°より小

さくなるが、水・塩の２成分流体の二面角（黄色い凡例）よりは大きい。一方、カンラン

石の炭酸塩化が起こる低温高圧条件では、常に二面角が 60°より小さくなり、すべての

実験系の中で、二面角が最も小さくなる。流体中の成分比はモル数で表している。(b)二

面角の二酸化炭素濃度および塩濃度依存性。純水に二酸化炭素が少量加わっても、二面

角は緩やかにしか上昇しない一方、塩が少量加わると二面角は急激に減少する。ゆえに、

二酸化炭素および塩を少量含む多成分流体では、塩の二面角を減少させる効果が、二酸

化炭素の二面角を増加させる効果を上回る。  



 
図７．Tsuru et al. （2002）による低速度物質の空間分布（左）と S-net 常時微動デー

タから推定したラブ波位相速度マップ（右）（東北大学[課題番号：THK_02]） 

点線のコンターはプレート境界等深線（Kita et al.，2010、 Nakajima and Hasegawa, 

2006）、実線コンターは 2011 年東北沖地震のすべり分布（Iinuma et al., 2012）を示す。 

 

 
図８．日向灘－南西諸島北部域の準静的すべり速度の時空間変化（鹿児島大学[課題番号：

KGSM01]）。 

 
  



 

図９．三瓶山周辺域の２次元比抵抗構造断面図（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI03]） 

測線を中心として幅±5km の範囲に含まれる震源データ（灰色：2000 年１月１日〜2018

年３月 31 日、黒色：2018 年４月１日〜2018 年 12 月 31 日）を気象庁ホームページ「地

震月報」よりダウンロードして描画した。2018 年島根県西部地震の震源を赤星印★でプ

ロットした。 

 

 

図 10．2016 年熊本地震によるΔCFS 及び地震前の間隙流体圧と地震活動度の変化の関係

（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI03]、Nakagomi et al., 2021） 

a. -5 MPa ≤ ΔCFS ≤ 5 MPa、 b. -1 MPa ≤ΔCFS ≤ 1 MPa。 間隙流体圧係数Ｃは、C=(Pf-

PH)/(PL-PH)で定義される無次元数である（Pf: 間隙流体圧，PH: 静水圧，PL: 静岩圧）。

地震活動度の変化は、地震前３年間（2013 年４月 14 日～2016 年４月 13 日）の地震数

（Rb）に対する地震後３年間（2016 年４月 14 日～2019 年４月 13 日）の地震数（Ra）の

比で表現した。〇は各評価点での結果で、〇のカラーは地震活動度の変化を示す。背景の

カラーは、これらの結果を補間したものである。 

 



 
図 11．ΔCFS と地震活動度の変化の関係（京都大学防災研究所[課題番号：DPRI03]）。 

a–c は、それぞれ、深さ 5 km、10 km、15 km の結果を示す。青と赤の＋は、ΔCFS > 0 及

びΔCFS < 0 の領域で、熊本地震後に地震活動が 10 倍以上に増加した領域である。青と

赤の－は、ΔCFS > 0 及びΔCFS < 0 の領域で、熊本地震後に地震活動が 1/10 以下に減

少した領域である。ΔCFS の値は、-1 MPa～1 MPa までの範囲内で打ち切って表示してい

る。☆は 2016 年熊本地震の震源、矩形は熊本地震震源断層の北部及び南部セグメント

（Asano and Iwata, 2016）、点線は県境、グレーの線は活断層を表す。 

 

 
図 12．間隙流体圧係数と地震活動度の増加の関係（京都大学防災研究所[課題番号：

DPRI03]） 

a–c は、それぞれ、深さ 5 km、10 km、15 km の結果を示す。＋及び〇は、ΔCFS > 0 及

びΔCFS < 0 の領域で、熊本地震後に地震活動が増加した領域を示す。カラーは間隙流体

圧係数 C の値を示す。赤い線は、C=0.13 のコンター線を示す。☆は 2016 年熊本地震の震

源、矩形は熊本地震震源断層の北部及び南部セグメント（Asano and Iwata, 2016）、点

線は県境、グレーの線は活断層を表す。 

 

 
 



 
図 13ａ．比抵抗構造と水の体積分率(15 ㎞周辺)（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_09]） 

 

 
図 13ｂ．比抵抗構造と水の体積分率(7 ㎞周辺)（東京大学地震研究所[課題番号：ERI_09]） 

 

 
 
図 14．秋田市雄和地区の秋田空港付近から、仙北市角館町にかけてのほぼ北緯 39°36’

の緯線に沿う東西測線での比抵抗構造（東北大学[課題番号：THK_07]） 

 



 

 
図 15．2011 年東北沖地震後に山形-福島県境で発生した群発地震およびその地震発生域

の様々なパラメータ（東北大学[課題番号：THK_02]、Yoshida, 2021） 

(a) Scaled Strength, (b) Q-1, (c) Seismicity Rate，(d)Δσ，(e)b 値)の時間変化。 

 



 

図 16．地震波速度構造と滑り分布（九州大学[課題番号：KYU_01]） 

（左図）震源分布図、（右図上）震源分布断面図とＰ波速度構造、（右図中）震源分布断面

図とＳ波速度構造、（右図下）震源分布断面図と Vp/Vs 構造。 

 
(a)                         (b) 

 
図 17．深さ 7km での応力変化速度と地震活動（九州大学[課題番号：KYU_01]、Yuasa and 

Matsumoto, submitted） 

(a) プレート間固着による応力変化と震源分布(緑丸)、(b)下部地殻の非弾性変形による

応力変化と震源分布(緑丸)。 

 
 
 



 
図 18．平成 28 年（2016 年）熊本地震後１年間の変動量から推定した余効すべり分布（国

土地理院[課題番号：GSI_01]）。 

（左）水平方向の変位の観測値（黒）及び計算値（白）。（右）水平方向の変位の計算値の

うち、余効すべり（マゼンタ）及び粘弾性変形（緑）の寄与。地震時のすべりを与えた断

層パッチ（矢来ほか 2016）を赤枠で囲っている。なお、上端を除く断層端のすべり量は

0 に固定している。粘性率は 2×1018 Pa s を使用した。 

 

 

 
図 19．2011−2016 年までの東北沖地震の余効変動解析（東北大学[課題番号：THK_07]） 

GEONET と東北大の持つ宮城−山形、福島-新潟の稠密 GNSS 観測から島弧に沿う南北方向

での余効変動の変化を解明。２つの側線での観測を、海溝平行成分、直交成分、垂直成分

に分け、モデルとの詳細比較（右）。上段が、宮城測線、下段が、福島測線。線の色は計

算値を表す。緑：余効滑りによる変位、青：粘弾性緩和による変位、黒：余効滑りと粘弾

性の合算変位（モデル計算）、赤シンボル：GEONET 観測値、青シンボル：東北大の稠密観

測値。 

 

 



 
 
図 20．仙台平野南部，宮城県山元町付近でのブーゲー重力異常の結果（東北大学[課題番

号：THK_07]、平出，2021）。 

仮定密度は 2300 kg/m3 を適用した。４測線のうち北側２本では、微小ではあるが伏在活

断層に関連する重力変化を捉えたが、南側の２本の測線では、その延長部分に伏在活断

層によると考えられる有意な重力変化はなかった。測線西側の高ブーゲー重力異常は、

阿武隈山地の頂部付近に分布する白亜紀後期の花崗閃緑岩に伴う重力変化であり、伏在

活断層に伴う重力変化は、その東側に検出される。 

 
 
 



地震（長期予測） 

 

                 「地震（長期予測）」計画推進部会長 西村卓也 

                              （京都大学防災研究所） 

                              副部会長 宍倉正展 

                              （産業技術総合研究所） 

 

大地震の長期予測は、日本国内では地震調査研究推進本部による長期評価という形で実施され、そ

の評価結果は全国地震動予測地図などの形で社会に公表されている。大地震の長期予測は、災害軽減

や防災対策の立案に役立てられることが期待されるが、大地震の発生は極めて低頻度な現象であるた

め、おもに過去の地震の発生履歴に基づいて行われてきた長期予測には大きな不確定性が伴っている。

本部会では、地質・地形データや史料・考古データを活用して地震の発生や地殻変動の履歴を解明す

る手法の高度化を進めるとともに、各地域での調査から過去の履歴データを蓄積して、大地震の予測

精度の向上を目指した観測研究を行う。さらに、これまでは十分に活用されていなかった地殻変動や

地震活動などの地球物理学的観測データや地震発生の物理モデルの利用により、長期予測手法の高度

化を目指した観測研究を行う。以下では、本部会に属する各課題について令和２(2021)年度の成果の

概略と今後の展望について述べる。 

 

１．地震・火山現象の解明のための研究 

（１）地震・火山現象に関する史料・考古データ，地質データ等の収集と解析 

イ．考古データの収集・集成と分析 

1707年の宝永南海地震前後の京都における有感地震の推移について、京都の２か所で記された日記

史料に基づき調査した。どちらの日記史料にも地震直後の約１ヶ月間は有感地震が頻繁に記されてい

るが、地震から１〜数年後には、地震前と同じ年１回程度に減少し、減少後の数年間で見ると、宝永

地震前後で顕著な差は見られないことがわかった。また、日記史料有感地震データベースと気象庁の

震度データベースを比較して、地震の震央候補を推定する手法の改良に取り組み、19世紀中頃に発生

した地震の震央推定に向けた研究を実施した。1855年の安政遠江・駿河の地震と安政米子の地震につ

いて震央の推定を試みた結果、前者の地震は現在の静岡県焼津市域の近傍で発生した内陸地震であっ

た可能性がある。また後者の地震は、米子城での被害が前年（1854年）の嘉永（安政）南海地震によ

る被害であったと考えられ、京都近傍で発生した内陸地震であった可能性がある（東京大学地震火山

史料連携研究機構［課題番号：HMEV02］）。 

 

ウ．地質データ等の収集・集成と分析 

海溝型地震の発生履歴に関する調査としては、引き続き沿岸での津波堆積物や巨礫群を用いた古津

波と、海岸段丘地形や生物痕跡に基づく地震性隆起の評価が行われた。北海道太平洋岸の津波堆積物

について年代測定の追加により、17世紀のイベントだけでなく12世紀のイベントについても、十勝地

域と釧路根室地域とで年代が異なることが示唆された。また、十勝の当縁川河口域において、珪藻分

析から10世紀から18世紀までの地殻変動史を構築し、14-15世紀頃に地震間地殻変動が隆起から沈降

に転じたことと17世紀のイベントの変動量が12世紀と比べて２倍程度大きかったことがわかった（北

海道大学［課題番号：HKD_01］）。さらに北海道東部において、無人航空機測量や地中レーダー探査

により津波浸水計算の基礎となる古地形の復元が行われた（産業技術総合研究所［課題番号：AIST08］）。 



南海トラフ沿いでは、高知県、愛媛県、宮崎県で津波堆積物調査が実施された（産業技術総合研究

所［課題番号：AIST08］）。南西諸島海溝沿いでは、喜界島で隆起サンゴ調査、宮古島で巨礫の分布

調査がそれぞれ行われた（産業技術総合研究所［課題番号：AIST08］）。琉球列島中部では、台風の

高波起源の巨礫が存在しており、過去に津波が発生していたとしてもこれらの巨礫のサイズ・空間分

布は大幅に変わらなかったと考えられることから、現在の巨礫分布を制約条件とする津波数値計算に

より、既往の津波および地震の規模の上限値を推定した（東京大学大学院理学系研究科［課題番号：

UTS_01］）。 

相模トラフ沿いで発生する関東地震に関連する房総半島南部の沼段丘面に対して、数値標高モデル

（DEM）に基づく海岸段丘面の標高分布をK-meansクラスタリング法を用いて区分する地形解析アルゴ

リズムを構築し、従来の目視ベースの地形判読による段丘区分を見直す結果を得た（Komori et al., 

2020）。また、段丘面形成年代の推定手法の高度化を行い、再堆積効果を定量的に考慮したベイズ推

定を用いて、多くの年代値データから信頼度を含めて年代推定できる手法を開発した（東京大学大学

院理学系研究科［課題番号：UTS_02］、産業技術総合研究所［課題番号：AIST08］）。  

内陸地震の発生履歴に関する調査としては、中央構造線断層帯の讃岐山脈南縁区間鳴門南断層にお

いて三次元的トレンチ調査を実施した。古地震イベントは不確かなものを含めて３回が検出され、最

新イベントは12世紀ないし鎌倉時代以降に生じたと推定される。この結果は、最新活動が16世紀以降

であるとする多くの先行研究と矛盾しないものである（産業技術総合研究所［課題番号：AIST02］）。

2016 年熊本地震の震源断層である布田川―日奈久断層帯については、御船町高木においてトレンチ

調査を行い、2251-1561 calBPと3977-2768 calBPの少なくとも２回のイベントと、トレンチ壁面には

明瞭な痕跡を残していない2016年熊本地震の計３回の断層運動があったことが明らかになった。2016

年熊本地震はほぼ純粋な右横ずれで、それ以前のイベントはそれぞれ右横ずれと東側が低下する変位

が主体であった。このような活動毎に異なる変形様式が見られることは、布田川断層帯と日奈久断層

帯の活動セグメントが重複する地点であることが原因である可能性があり、1900 calBP頃のイベント

は布田川断層帯の活動、3400 calBP頃のイベントは日奈久断層帯の活動であった可能性がある（図１）

（名古屋大学［課題番号：NGY_03］）。糸魚川−静岡構造線活断層系南部周辺では航空レーザ測量(LiDAR)

に基づく数値標高モデルから変動地形の再判読と地表踏査を行い、詳細な活断層の分布が明らかとな

った。これにより明らかになった白州断層においてトレンチ調査を行ったところ、最近２回の断層運

動が確認された。最新活動の上下変位量は１回前のイベントより２倍以上大きい可能性があり、この

違いは、２回の活動が異なる区間で発生し、最新活動ではより長い区間で変位が生じたためである可

能性がある（名古屋大学［課題番号：NGY_03］）。また、日本海沿岸域の島根県西部では、1872年浜

田地震に関する史料および地形・地質調査を実施した。生物痕跡から地震時に１ m程度の隆起が推定

されたが、隆起量にはかなりの地域差があることがわかった（産業技術総合研究所［課題番号：AIST08］、

宍倉・他, 2020）。 

これらの地質データを簡単に検索、表示できるデータベースは、引き続き充実が図られている。産

業技術総合研究所では、活断層及び津波浸水履歴情報を「活断層データベース」「津波堆積物データ

ベース」として整備しており、「活断層データベース」では活断層の断層線や調査地の位置精度の向

上が行われた（産業技術総合研究所［課題番号：AIST01、AIST04］）。 

 

（３）地震発生過程の解明とモデル化 

ア．地震断層滑りのモデル化 



変斑レイ岩の摩擦特性のスケール依存性を確認するため、E-ディフェンス施設における大型振動台

を利用して低速～中速域のすべり速度でメートルスケールのガウジ摩擦実験を実施した。そこで得ら

れた実験データを解析し、速度-状態依存摩擦構成則のパラメタが過去の研究成果と調和的であるこ

とを確認した。また4 m長岩石試料を用いた摩擦実験を実施し、増強した測定網により詳細な弾性波

データを収録した(防災科学技術研究所［課題番号：NIED02］）。 

 

（５）地震発生及び火山活動を支配する場の解明とモデル化 

ア．プレート境界地震と海洋プレート内部の地震 

100 kmスケールの地下構造の不確かさを考慮するために、多数の地下構造モデルの候補をアンサン

ブルの形で取り込むことができる断層すべり推定手法を開発し、数値実験により有効性を確かめた

（海洋研究開発機構［課題番号：JAMS01］、Agata et al., 2021）。日本海溝と南海トラフ沿いのプ

レート境界での単位すべりに対する地表での弾性応答のグリーン関数ライブラリを構築した。ライブ

ラリでは、世界測地系で用いられる準拠楕円体や全球でのジオイドモデルと日本列島の地下構造とし

て全国一次地下構造モデルを取り入れており、ユーザが容易に地下構造不均質の影響を考慮して地殻

変動をモデル化できる環境が整備された（海洋研究開発機構［課題番号：JAMS01］、Hori et al., 

2021）。 

基盤的地震観測網で観測された遠地地震波形データの解析から、四国西部下に沈み込むフィリピン

海プレートからの脱水が、その上部のマントルウェッジの蛇紋岩化や深部低周波微動の発生に寄与し

ていることを示した（防災科学技術研究所［課題番号：NIED02］、Shiomi et al., 2021）。 

 

イ．内陸地震 

令和元年度に実施された東北日本を横断する日本海溝から大和堆までの海陸合同構造探査のデー

タを用いて、陸域部における波線追跡法を用いたモデル構築を行った。上部地殻基盤層（いわゆる6 

km/s層）より浅部の構造は、４層の堆積層でモデル化された。各々の速度は、1.6-2.0、1.8-3.5、3.5-

4.5及び4.5-5.5 km/sと推定される。堆積層全体の厚さは、測線東端部を除いて3.5-5 kmで、著しい

変形を示す（図２）（東京大学地震研究所［課題番号：ERI_11］）。様々な観測データや得られた地

震カタログ等を用いて、将来的に大地震の震源域となりうる領域を把握するための研究開発を進めた。

東北地方太平洋沖地震によって東北日本・中部日本の内陸域にもたらされた剪断ひずみエネルギー変

化と地震活動の変化を比較したところ、剪断ひずみエネルギーが増加した地域と東北地方太平洋沖地

震後に地震活動が活発化した地域が良く対応することを明らかにした(防災科学技術研究所［課題番

号：NIED02］）。陸域地殻内地震の地震発生層の下限について、三次元地震波速度構造を使って再決

定した震源に基づくD90（当該地域で発生する地震数の90 %がこれより浅部に存在するという深さ）

とD300 ℃（地下の温度が300 ℃となる深さ）の分布は基本的に同傾向にあることを示した。この結

果は、地震活動が少ない地域における地震発生層下限の評価においては、D300 ℃が一つの指標とな

り得ることを意味する(防災科学技術研究所［課題番号：NIED02］）。 

 

オ．構造共通モデルの構築 

 東北日本弧（青森平野・庄内平野・新庄盆地等）、富士川河口断層帯、中央構造線活断層系、琵琶

湖西岸断層帯などで近年取得された反射法地震探査断面について、地質構造解釈・変動地形との整合

性の考察を行い、断層モデルを推定した。また、日本海とその沿岸海域について、反射法地震探査な

どの資料をとりまとめて震源断層モデルを作成した（図３）（東京大学地震研究所［課題番号：ERI_11］）。 



 

２．地震・火山噴火の予測のための研究 

（１）地震発生の新たな長期予測 

ア．海溝型巨大地震の長期予測 

南西諸島海溝沿いでは、沖縄本島南東沖と波照間島沖でそれぞれGNSS—音響測距結合方式による海

底地殻変動観測を実施した。過去の観測データと合わせて地殻変動速度を推定すると、沖縄本島南東

沖では沖縄本島（沖縄ブロック）に対して北に17.0±0.95 mm/yr、西に4.7±0.96 mm/yrの変位速度

が得られた。この結果は、海溝付近のプレート間固着を示唆するものである。一方、波照間島南方沖

の速度は、揚子江プレートに対して南に64.2±11.2 mm/yr、東に25.8±9.8 mm/yrであり、沖縄トラ

フにおける伸張を示す。この伸張の速度は、西表島、波照間島と同程度かそれ以上である。また、約

25 mm/yrの非常に速い沈降も併せて観測され、高速の海溝後退による前弧プリズムの薄化を示唆する

ものであるが、このデータのみで海溝軸付近の固着状態を拘束することは難しい（名古屋大学［課題

番号：NGY_02］）。 

南海トラフ沿いの海溝型巨大地震を引き起こす応力蓄積の状況を明らかにするために作成した応

力分布モデルをもとに、今後起こりうる大地震発生シナリオを作成した。さらに、作成した破壊シナ

リオの中から実現性の高いシナリオを選択することを目的に、経験的摩擦則とエネルギーバランスを

利用する基本手法の開発を開始した（防災科学技術研究所［課題番号：NIED02］）。 

 

イ．内陸地震の長期予測 

構造探査が行われた庄内-新庄測線周辺の精密数値標高モデルや既存の層序データに基づき、庄内

平野・新庄平野の伏在活断層における平均変位速度などのこの地域の活褶曲や伏在断層による長期間

地殻変動を推定した（東京大学地震研究所［課題番号：ERI_11］）。 

西南日本における沈み込み帯でのプレート間固着と上盤プレート内部の地震活動の関連性を明ら

かにするために、日本列島域の粘弾性を考慮した有限要素モデルを作成し、地殻変動データのインバ

ージョンにより、南西諸島海溝－南海トラフ沿いのすべり欠損速度分布を求めた。得られたすべり欠

損速度分布を用いて、有限要素モデルにより西南日本の震源断層におけるクーロン応力変化（ΔCFF）

を求めた。九州ではΔCFFが正の震源断層が多く、近年発生した３つのM7級地震の震源断層も正であ

った。これらの断層では、プレート境界での力学的作用により、破壊を促進する方向に応力がかかっ

ていることを意味している（東京大学地震研究所［課題番号：ERI_11］）。 

物理モデルと観測データの統合による地震規模を含む動的破壊過程予測手法の開発と検証のため

に、2018年北海道胆振東部地震を対象として解析を行った。本地震を選択したのは、余震分布と発震

機構の観測から示唆される震源の複雑性の効果を調べることを重視したためである。断層形状を余震

分布から広域応力場を事前の地震活動から拘束して、動力学的破壊シミュレーションを行った（図４）。

運動学的滑りインバージョン結果で推定された動的破壊過程と滑りの空間分布の主たる特徴が、シミ

ュレーションにより再現されることが確認された。これは、それら動的パラメタが非平面的な断層形

状を反映した初期応力分布に強く依存したためと解釈される（東京大学大学院理学系研究科［課題番

号：UTS_02］、Hisakawa et al., 2020）。 

大地震が連発したり、大地震により周辺の地震活動度が変化した事例は多く、布田川―日奈久断層

帯での2016年熊本地震や米国東カリフォルニア剪断帯の2019年リッジクレスト地震はその一例であ

る。このような活動を予測するために速度および状態依存型クーロンモデルを改良し（図5a）、リッ

ジクレスト地震の地震活動に適用した。その結果、同地震の推移と周辺の地震活動を的確に説明する



ことができた（図5b）。特に、近傍の主要活断層帯であるガーロック断層やサンアンドレアス断層モ

ハベ区間で、地質学的長期評価と組み合わせることにより、より現実的な予測確率と確率利得を提示

することができた（京都大学防災研究所［課題番号：DPRI05］、Toda and Stein, 2020）。測地デー

タから内陸地震の発生ポテンシャルを評価するために、今年度は東日本を対象にSavage and 

Simpson(1997)の手法を用いてGNSS測地ひずみ速度をモーメント速度に換算し、内陸地震の発生確率

の試算を行った。ポアソン過程を仮定した場合の30年間に各0.2度グリッドでM6.8以上の内陸地震が

発生する確率は、日本海東縁〜新潟―神戸ひずみ集中帯、南関東・伊豆地方、奥羽脊梁山地沿いで1 %

を超え、高くなった（図６）（京都大学防災研究所［課題番号：DPRI05］）。 

  

（２）地殻活動モニタリングに基づく地震発生予測 

ア．プレート境界滑りの時空間変化の把握に基づく予測 

GNSSデータと時間依存のブロック断層解析手法を用いて、Loveless and Meade(2010)の断層形状に

基づいた全国の断層すべりの解析を行った。その結果、日向灘、豊後水道、四国中部、紀伊水道、志

摩半島でSSEを検出した。志摩半島では、SSE が2017年３月頃から2018年３月頃までと、2019年１月

頃から2020年４月頃まで発生した。四国中部では、2019年１月頃からSSEが始まり、2020年末に終息し

ている。紀伊水道でのSSEは、2019年４月頃から始まり、2020年末に終息している。2018年６月頃から

始まった日向灘北部SSEは2019年初めまでに豊後水道に移動し、2019年中頃に終息したが、2020年７

月頃から日向灘北部と南部で再び発生している事がわかった（国土地理院［課題番号：GSI_02］）。 

防災科学技術研究所では、MOWLAS等の観測データを用いた地殻活動モニタリングを継続するととも

に、その高度化に努めた。東北地方太平洋沖地震のような大規模な地震の発生を念頭に、即時震源パ

ラメタ解析システムAQUAの改良を行った。具体的には、一定規模以上の地震が発生したと判断された

場合、広帯域地震計に代えて速度型強震計のデータを解析対象とするとともに、断層破壊の継続時間

を考慮した解析パラメタに切り替える等の仕組みを導入した。その結果、東北地方太平洋沖地震の再

現では約７分後に低角逆断層型Mw8.6の解が得られたほか、リアルタイム処理でM7以上の４地震を適

切に処理することに成功した(防災科学技術研究所［課題番号：NIED02］、Kimura et al,. 2020)。S-

netデータを用いた高精度震源決定のため、S-net観測点周辺で実施されたマルチチャンネル反射法地

震データから観測点補正値を求めた。さらに、一次元速度構造と補正値に基づく震源位置を、稠密な

臨時海底地震観測により求められた震源位置と比較し、処理のルーティン化に向けた課題を抽出、検

討した(防災科学技術研究所［課題番号：NIED02］）。南海トラフ周辺地域を対象に、三次元地震波速

度構造を用いたセントロイドモーメントテンソル（CMT）解析を自動的に実施するためのシステム開

発を行った。スロー地震に関しては、S-netデータを用いた日本海溝沿いの低周波微動検知の自動処

理化に着手した。大地震発生後数時間程度の連続波形記録から、揺れの最大振幅の超過確率を用いる

ことにより、その後の余震活動の推移を予測する手法を開発した。この手法は震源カタログを必要と

せず、単点の地震波形のみを用いることが大きな特徴である(防災科学技術研究所［課題番号：

NIED02］）。 

 

３．地震・火山噴火の災害誘因予測のための研究 

（１）地震・火山噴火の災害誘因の事前評価手法の高度化 

イ. 津波の事前評価手法 

南海トラフでのプレート境界巨大地震における津波シナリオを策定するために、震源域での滑り分

布の長期間の平均と考えられるプレート境界での滑り遅れ速度に比例する確率分布にもとづき、シナ



リオ地震の震源断層上の滑り分布をランダムに生成する手法を構築した（海洋研究開発機構［課題番

号：JAMS01］、Nakano et al., 2020）。 

 

５．計画を推進するための体制の整備 

（３） 研究基盤の開発・整備 

イ. 観測・解析技術の開発 

ノイズ変化に影響されないアクロス信号の振幅時間変化の評価手法の開発を行い、野島断層近傍に

おけるアクロスの観測に適用した。その結果、2000年鳥取県西部地震と2001年芸予地震の際に振幅が

小さくなったことが明らかになった。これらの地震時には地盤の地震波速度が減少し、Ｓ波の速度変

化に異方性があることが明らかになっていた（Ikuta et al., 2002）が、S波の振幅変化にも異方性

があり、鳥取県西部地震では速度と振幅の減少の大きな方向が一致していることがわかった。これら

の現象は、震動によってクラックが開き、地盤の減衰が増大したことで統一的に説明できる。以上の

ことから、アクロス信号の振幅を用いて地震時の地盤による減衰や異方性の変化のモニタリングが可

能であることが示された（名古屋大学［課題番号：NGY_04］）。 

海域に拡充された地震観測網によって取得した地震波形データの評価を行った。日本海溝海底地震

津波観測網（S-net）等のインライン型の海底観測網では、約3 Hz以上の周波数帯域において、観測波

形に筐体の固有振動が含まれることを確認するとともに、この事象の特徴精査、原因の考察を行った

(防災科学技術研究所［課題番号：NIED02］、Sawazaki et al., 2020)。海底圧力計記録に関しては、

2010年チリ地震時の地震計データとの比較検討を通じ、海底圧力計が地震による表面波（レイリー波）

およびその分散性を明瞭に観測する能力があることを示した（防災科学技術研究所［課題番号：

NIED02］、Kubota et al., 2020）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

２年目を迎える本計画において「地震（長期予測）」計画推進部会に所属する各課題では、最終的

なアウトプットが地震調査研究推進本部の長期評価の高度化に貢献することを目標として、個々の研

究が実施された。今年度はコロナ禍のため、特にフィールドでの調査が大きく制限され、計画通りに

研究を進められなかった課題もあるが、その分、室内での分析や考察、定常観測網のデータや過去に

取得されたデータを用いた解析、数値実験に基づく解析などが進められ、予定以上の成果も挙がって

いる。その中でも、地質痕跡から過去に発生した大地震を明らかにするだけでなく、過去に発生した

津波・地震の規模の上限値を制約する研究が、琉球諸島中部における沿岸巨礫を用いた解析や日向灘

沿岸地域における津波堆積物の調査に基づいて行われていることは、該当地域での長期予測において

重要な知見を提供するものである。また、海底地殻変動観測により南西諸島域におけるデータの蓄積

により、島嶼部とは速度場が異なっていることがほぼ確実になってきており、この地域の地震発生ポ

テンシャルを示す重要なデータである。 

GNSSデータを用いたプレート間の固着、SSEなどのすべりのモニタリングについても着実に高度化

が進められている。地下の断層すべりによって生じる地表での地殻変動については、均質半無限弾性

体を仮定した研究が広く行われてきたが、観測精度の向上や海域などの断層近傍での観測が増えるに

つれ、地下構造の不均質や地形の影響は無視できなくなりつつある。今年度の成果として、地下構造

の不確定性を考慮したインバージョン手法が提案されたり、南海トラフや日本海溝域での地下構造を

考慮した地表地殻変動の数値ライブラリーが公開され、各研究者が比較的簡便に不均質の影響を考慮



した解析ができるような環境が整備されつつあることは、モニタリングの高度化においても大きく貢

献する研究である。 

本計画の重点的な観測研究と位置づけられている新たな長期予測手法については、前年度から引き

続き、GNSS等によって観測された地殻変動データから試算された内陸地震の発生確率が、歴史地震や

最近100年間の背景地震活動度と比較され、整合的な地域とそうでない地域があることがわかってき

た。地殻変動データなどを用いた新たな長期予測の実用化には、まだ多くの課題が残されているが、

少なくとも定量的な試算と過去の地震活動との比較が本部会も協力して組織的に実施されているこ

とは特筆すべきであろう。また、地震等による応力変化を地震活動予測に組み入れた予測手法は、実

際の地震活動に合わせてパラメータを調整することにより、実際の地震活動が良く説明できることが

示されており、今後さらに実用化に向けた研究が進められるべきである。物理モデルと観測データに

基づいた応力分布などを用いて、実際に発生した地震の震源過程を説明する研究やエネルギーバラン

スから巨大地震の発生シナリオを制約する研究も確実な成果を挙げており、来年度以降も研究を継続

することにより、長期予測手法の高度化に貢献することが期待できる。 
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図１. 2016 年熊本地震で地表地震断層が現れた御舟町高木トレンチにおける布田川・日奈久断層帯

との連動性（予察）（名古屋大学［課題番号：NGY_03］） 
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図２. 東北日本を横断する構造探査(令和元年度実施)の陸域部の測線と地殻浅部の暫定速度構造モ

デル（東京大学地震研究所［課題番号：ERI_11］） 

(a) 測線図。ダイナマイト発震点と震源車による多重発震点をそれぞれ赤と黄・青の星印で示した。

(b) 波線追跡法で求めた暫定Ｐ波速度構造モデル。図上部の逆三角印は発震点位置を示す。緑：ダイ

ナマイト発震点。赤及び青：震源車多重発震。 

 

 

 



 
図３. 日本海及び沿岸地域における震源断層の矩形モデル（東京大学地震研究所［課題番号：ERI_11］、

佐藤・他, 2020） 

関東地域はIshiyama et al.(2013)による。 

 

 

図４. 2018年胆振東部地震の動的破壊シミュレーション（東京大学理学系研究科［課題番号：UTS_05］、

Hisakawa et al., 2020） 

滑り量の２秒ごとのスナップショットと滑り角の空間分布（右下）。断層傾斜が高角となっている断

層深部の滑りが抑制され、断層走向が変化している中部の滑り角が変化しているが、運動学的な滑り

インバージョン結果と調和的である。 



(a)     (b) 

  
図５. 2019年リッジクレスト地震に適用した応力変化―地震応答予測手法と予測結果（京都大学防災

研究所［課題番号：DPRI05］、Toda and Stein,2020） 

(a) 予測手法の概念図。常時活動時の個々の地震レートを基準として（１段目のｒ）それぞれのメカ

ニズム解節面へのクーロン応力変化を計算し（２段目）、Dieterich(1994)の速度および状態依存則か

ら個々に直接レート変化（R）を求め、空間スムージングによって地震活動変化をマッピングする（４

段目）。 

(b) リッジクレスト地震後６ヵ月間の予測（カラースケール）と観測された地震（青点）。予測と観

測された地震の分布は概ね整合する。GFはガーロック断層帯のうち、地震活動が活発化した区間。 

 

 



 

図６. 東日本のGNSSデータに基づく30年間にM6.8以上の内陸地震が発生する確率の試算例（京都大学

防災研究所［課題番号：DPRI05］） 

カラースケールは、0.2°毎のグリッドにおける発生確率を表す。用いたGNSSデータの期間は、2005年

５月-2008年４月。 


